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（１）「高校生のための学びの基礎診断」
の仕組み

1

測定ツールの
充実

取組を促進

学習成果・課題
の分析・把握

高 校

試験実施

※ ＣＢＴも可

教育委員会等

〇高校の魅力づくりとともに、質の確保のための体制強化や再
編整備

〇学校支援のための人材配置や予算措置、教員研修等の取組

社会で自立するために必要な基礎学力について、各学校が
それぞれの実情を踏まえて目標を設定し、教育課程を編成。

多様な測定ツールを活用しながら生徒の学習状況を多面的
に評価し、指導の工夫・充実を図っていく。

指導・学習改善

高等学校における基礎学力の定着に向けたＰＤＣＡサイクルの構築

「高校生のための学びの基礎診断」の仕組みの構築
（一定の要件に即して民間の試験等を認定する仕組みを創設）

認定基準等の設定 審査・事後チェック体制の整備

認定基準（原案）

（出題）
・学習指導要領を踏まえた出題の基本方針に基づく問題設計
・対象教科は国・数・英（共通必履修科目中心、義務教育段階

含む）
・主として知識・技能を問う問題に加え、主として思考力・判

断力・表現力等を問う問題の出題
・記述式問題の出題 ・英語４技能測定

（結果提供）
・学習成果や課題が確認でき、事後の学習改善や教師による指

導の工夫・充実に資する結果提供
等

仕組みの構築と運用を通じて、民間事業者等から高等学
校の実態に応じて選択可能な多様な測定ツールが開発・提
供され、その利活用が促進されることが期待
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国

教育委員会等による
学校への支援

「高校生のための学びの基礎診断」制度のイメージ

教育目標、教育課程、
指導計画の見直し等

○平成２８年３月の高大接続システム改革会議「最終報告」を踏まえ、有識者による検討・準備グループ等において具体的な検討を推進。同グループによる「論
点整理」（平成２９年３月）や試行調査（平成２９年１～３月）の結果を踏まえ、平成２９年７月に「高校生のための学びの基礎診断」実施方針を策定。

〇「高校生に求められる基礎学力の確実な習得」と「学習意欲の喚起」を図るため、文部科学省が一定の要件を示し、民間の試験等を認定する仕組みを創設し、
多様な民間の試験等（測定ツール）の開発・提供、その利活用を促進。それにより、高校生の基礎学力の定着に向けたPDCAサイクルの取組を促進。

〇今後、「高校生のための学びの基礎診断」検討ワーキング・グループにおける専門的な検討を踏まえた認定基準等の原案について、高校・教育委員会等の関係
者、民間事業者等の意見やパブリックコメントによって得られた意見等を考慮しつつ、平成２９年度中を目途に認定基準等を策定し、平成３０年度中に認定制
度の運用を開始することを目指す。

個に応じた多様な
学習活動の実施
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「高校生のための学びの基礎診断」の基本仕様

学習指導要領に対応し、高校生の基礎的な学力の定着度合いを確認する出題。

受検者（学級、学年等）の学習成果や課題について確認できる結果提供。

教育委員会等としての取組

高等学校での取組

○基礎学力定着に向けた「基本方針や施策の企画・立案」

○人材配置や予算など「学校支援の実施」

○測定ツールの活用を通じて、基礎学力の習得や学

習意欲の喚起に資する「カリキュラム・マネジメ

ントの確立」

○測定ツールの活用を通じた指導の工夫により、

生徒の興味・関心を引き出し、生徒自ら「学び

の質の向上」に取り組めるようにする

学校におけるマネジメントツールとしての活用イメージ例

・学校の教育目標の達成指標として活用。

・一人ひとりの生徒のつまずき箇所を分析し、弱点克服に

向けて個別に学習指導や支援を行うために活用。

・学校の実態を基に、加配や補習指導員を活用した少人

数・習熟度別授業を行ったり、学校設定科目の内容を設

定・改善したりするなど教育課程編成の工夫を行うため

に活用。 など

生徒自身の学びの質の向上への活用イメージ例

・テストの結果から自らの強みと弱みを理解させ、効果的

に学習に取り組ませるために活用。

・社会で自立するために必要とされる基礎学力について認

識させ、学習への動機づけを行うために活用。

・義務教育段階の学び直しから学習の成果や達成感を実感

させ、自己肯定感・自己有用感を高めさせるために活用。

など

「学びの基礎診断」として認定された測定ツール群

基準や高等学校の多様なニーズに対応し、民間において創意工夫を生かした
多様な測定ツールを開発・提供

〔Plan〕

○学校の教育目標の一つとして、高校入試の結果や内申書等から一人ひとりの生徒の実態を把握し

つつ、生徒に身につけさせたい学力の水準や把握の方法（自校にふさわしい測定ツールの選択等）

を設定。

○目標に準拠した教育課程を編成。各教科において指導計画を策定し、学校の全体の取組として共有。

〔Do〕

○指導計画に基づき、生徒の実態を踏まえながら日々の学習指導と学習評価を実施。

（適宜指導計画の見直しと、指導方法の工夫を行う。）

〔Check〕

○測定ツールを用いて、生徒の学力の定着度合いを把握し、生徒の学習成果と課題を分析。

（学校の実情に応じて適切な時期に活用できる。）

〔Action〕

○分析結果をもとに学校としての対応策を検討し、次年度の計画と取組に反映（教育課程や指導計画、

指導方法、生徒の個別課題対応等）。

○一人ひとりの経年的な変化（学力の伸び）を確認し、分析結果を指導の工夫・充実に活用。

個々の高等学校における「高校生のための学びの基礎診断」を用いたＰＤＣＡサイクルのイメージ例

各学校の実情や受検料
負担等を踏まえ、適切
な測定ツールを、必要
に応じて組み合わせな

がら選択・活用

学年末に診断する
パターン例

年度途中に診断する
パターン例

・・・・・・・・

「高校生のための学びの基礎診断」の活用方法イメージ

3

生徒

学校

2024年度2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

高等学校における基礎学力の定着に向けた
ＰＤＣＡサイクルの構築

「高校生のための学びの基礎診断」に関する今後の展開イメージ

高
大
接
続
シ
ス
テ
ム
改
革
会
議
で
の
検
討

⇒

最
終
報
告

各学校における多様な測定ツールを活用した指導の工夫・充実

〇 実践研究校での取組結果等を踏まえたＰＤＣＡ構築に向けた課題分析・改善方策の検討
〇 ＣＢＴなどテスト手法に関する調査研究

【取組１】

高校における取組を
促進

【取組３】

調査研究の継続

認定制度の運用（測定ツールの充実・発展）
※継続的に実施状況をチェック

運用開始（申請→審査→認定→利活用→点検）

調 査 研 究

周知・広報

【取組２】

測定ツールの充実

認定制度
の創設

調査研究の結果等から課題や成果を基に随時改善

次期高等学校学習指導要領
（学年進行）

完全移行

検
討
・
準
備
Ｇ
で
の
検
討

「
論
点
整
理
」
・
試
行
調
査

実
施
方
針

⇒ ⇒

準備・

広報

検証・見直し
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測定ツールの選択イメージ例

英語 国語 数学 地歴 公民 理科 ・・・ 職業に関する各教科

教師が日々の授業の中で定期考査や実力テスト等も活用しつつ学習評価

選択式問題
ＰＢＴ

専
門
校
長
会
が

実
施
す
る
検
定

英語 国語 数学 地歴 公民 理科 ・・・ 職業に関する各教科

ｘ
教師が日々の授業の中で定期考査や実力テスト等も活用しつつ学習評価

記述式問題
ＰＢＴ

記述式問題
ＰＢＴ

選択式＋記述式
ＣＢＴ

記述式問題
ＰＢＴ

測
定
ツ
ー
ル
Ｂ

測
定
ツ
ー
ル
Ｃ

測
定
ツ
ー
ル
Ｄ

自
治
体
独
自
の

学
力
調
査

各
学
校
の
実
情
や
受
検
料
負
担
等
を
踏
ま
え
、
適
切
な
測
定
ツ
ー
ル
を
、

必
要
に
応
じ
て
組
み
合
わ
せ
な
が
ら
選
択
・
活
用

英語 国語 数学 地歴 公民 理科 ・・・ 職業に関する各教科

教師が日々の授業の中で定期考査や実力テスト等も活用しつつ学習評価

選択式問題＋記述式問題
ＰＢＴ

測
定
ツ
ー
ル
Ａ

○
○
高
校

◇
◇
高
校

□
□
高
校

5

○申請単位（＝認定単位）

・ 教科が複数あるものは原則まとめて１件。

・ 学習進度によって各回の出題範囲が異なる
一連の試験等はまとめて１件。

○申請書類

・ 基本情報・認定要件への適合性の申告内容等
（様式１～３）

・ 測定しようとする資質・能力の具体的内容
（様式４）

・ サンプル問題（様式５）

※ 各教科につき大問２題（英語は２～４題）

※ 主として思考力・判断力・表現力等を問う記
述式問題について１問以上提出を求める

・ 実施要項・学校用実施マニュアル

認 定 ・ 情 報 提 供
１０～１１月頃

申 請
6月末

審 査
７～９月頃

○審査手順

① 事務局による形式要件の確認

② 審査員による分担審査

・ 審査員は、教科教育の専門家、高校教育
関係、試験運営の専門家、テスト理論・
教育測定の専門家等の有識者で構成

・ 事務局経由で審査員と事業者の間の書面
を通じたやり取り（質問・指摘→回答の
往還）

・ 懸念点等に対する指摘事項の案の作成

・ 必要に応じてヒアリングを実施

③ 審査会による全体審査

・ 分担審査を行った審査員全員やその他の
有識者による全体審査

・ 「認定」又は「不認定」の決定

・（認定の場合）懸念点等に対する指摘事
項の決定

○認定

・ 認定された測定ツールについては、
事業者にその旨及び指摘事項を通知。

・ 認定されなかった測定ツールについ
ては、理由とともにその旨を通知。

○情報提供

・ 認定された測定ツールについては、
文部科学省ホームページで、基本情
報（測定ツール名、対象教科、測定
ツールの概要など）のほか、申請書
類の記載内容や事業者への指摘事項
を情報提供。

・ 教育委員会等に対しても趣旨の周知
と併せて上記内容を通知。

○認定の効果と取消し

・ 認定の有効期間は認定したときから
３年後の年度末まで 。

※ 認定自体は何ら法的効果を伴うもの
ではなく、基準適合性を確認したと
いう性質

・ 認定要件（注）を欠くことや欠くおそ
れが判明した場合には、必要に応じ
て審査会を経て、認定取消し。

（注） 事前審査で適合性を確認する認定基準
及び認定後の遵守事項を含む。

事 後 チ ェ ッ ク
事業年度終了後～6月末

毎事業年度終了後、以下の事項等について事業概要報告を求める（様式６） 。

・ 実施校数・受検者数

・ 試験実施後の検証内容（具体的な検証方法、検証項目・内容）

・ 今後の改良の方向性（上記検証結果や利用者の状況などを踏まえた改良方針など）

・CBTでの実施、IRT・適応型テストの導入に向けた展望・検討状況
6

「高校生のための学びの基礎診断」に関する手続の流れ（イメージ）
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認
定

2024年度2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

認
定
制
度
の
創
設

次期高等学校学習指導要領
（学年進行）

完全移行

利活用

2025年度

事
業
概
要

報
告

事
業
概
要

報
告

事
業
概
要

報
告

認
定 利活用

申請
→審査

事
業
概
要

報
告

事
業
概
要

報
告

事
業
概
要

報
告

認
定 利活用

申請
→審査

事
業
概
要

報
告

事
業
概
要

報
告

事
業
概
要

報
告

認
定 利活用

申請
→審査

事
業
概
要

報
告

事
業
概
要

報
告

事
業
概
要

報
告

次期高等学校学習指
導要領対応（新課程、
高校１年生）

現行学習指導要領対応
（旧課程、高校２年生～）

申請
→審査

検証・見直し

7

認定の有効期間イメージ

効果分析

・ 実施校数・ 受検者数

・ 試験実施後の検証内容
（具体的な検証方法、検証項目・内容）

事業者

事
業
概
要
報
告

国学校・生徒

調査研究
・

制度の見直し

・ 今後の改良の方向性
（上記検証結果や利用者の
状況を踏まえた改良方針など）

・CBTでの実施、IRT・適応型
テストの導入に向けた展望・
検討状況

測定ツールの提供

測定ツールの開発・改良・展開

回収・採点・評価

結果・情報提供

指導・学習改善

ニーズ

教
育
目
標
／
教
育
課
程
／
指
導
計
画
の

設
定
／
編
成
／
作
成
・
見
直
し

個に応じた
多様な教育活動

反映

実施状況の
フォローアップ

情報発信
（公表）

※ 不開示情報を要精査

Check

Action

Plan

Do

実
施
デ
ー
タ学校組織での成果・

課題の共有

生徒・教師による
成果・課題の確認

試験実施

教
育
委
員
会
等

成

果

8

事業概要報告イメージ
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「高校生のための学びの基礎診断」に認定された測定ツールの
文部科学省ホームページによる情報提供（イメージ）

認定された測定ツールについては、文部科学省ホームページで、
基本情報（測定内容の区分、測定ツール名、事業者名、主な対象者、対象教科、目的・概要、特長・活用例等、実施期間、年間実施回数、

実施方式、試験時間、受検料、標準返却期間等）

詳細情報（申請書類の記載内容（様式１～５）、事業者への指摘事項、事業概要報告）

の一覧を掲載し、高等学校や教育委員会等への情報提供を行う。

２０１８年度「高校生のための学びの基礎診断」認定測定ツール一覧

（認定有効期間：２０１８年●●月●●日～２０２２年３月３１日） 基本情報 詳細情報

9

国語 数学 英語

◇◇診断 (株)□□社 高校1年生 ○ ・・・

▽▽アセスメント（基礎編） △△会 基礎学力を確実に定着させたい高校生 ○ ○ ○ ・・・

… … … … … … ・・・

☆☆診断（応用レベル） ▲▲株式会社 高校生（進学希望者向け） ○ ・・・

★★評価 ●●会 高校1～２年生 ○ ○ ○ ・・・

… … … … … … ・・・

・・・

基
本

タ
イ
プ

標
準

タ
イ
プ

測定内容の
区分

測定ツール名（難易度等） 事業者名 主な対象者
対象教科

２０１８年度「高校生のための学びの基礎診断」認定測定ツール一覧

（認定有効期間：２０１８年●●月●●日～２０２２年３月３１日）

・ 民間事業者は、測定ツールが提供する問題全体として適当なタイプを選択の上、申請
（学習進度に配慮して出題範囲を設定する測定ツールについては、各回を通じた一連の試験等全体に照らして適切なタイプを選択）

・ 学校等の選択に資するよう、文部科学省ホームページで、これらのタイプ別に情報提供
（ホームページでの情報提供イメージ）

10

「高校生のための学びの基礎診断」の測定内容の区分について（イメージ）

基本タイプ 標準タイプ

義務教育段階の学習内容
の定着度合いを測定するこ
とを重視したタイプ

高等学校段階の共通必履修科目の学習内容の定着度合
いを測定することを重視したタイプ

（参考）
英語における
CEFRの目安

A1 A2 B1

※「「高校生のための学びの基礎診断」の認定基準・手続等について（原案）」（抜粋）
Ⅰ．４．（１）認定基準

対象教科は国語、数学又は英語とし 、共通必履修科目を中心に出題すること、義務教育段階の内容を含むことを明らかにしていること。ただし、義務教育段階の学習内容の定着度
合いを測定することを重視することを明らかにしている測定ツールについて共通必履修科目からの出題を少なく設定すること、あるいは、学習進度に配慮して出題範囲を設定する場合にお
いて、受検時期に応じて共通必履修科目からの出題を少なく設定し、又は義務教育段階の内容を含まない設定とすることは、差し支えない。
Ⅲ．基礎診断に望まれる事項 （多様なレベルの問題セット）

一つの民間事業者等が難易度の異なる複数レベルの問題セットを提供する場合には、それぞれの問題セットにおけるスコアや評価の考え方などの関係性を明らかにしておくことが望まれる。
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つまずきを確認
→ ・ 学習改善 ≪生徒≫

・ 指導の工夫・充実 ≪教師・学校≫
・ 次年度の第１学年/第２学年（進級後の学年）の教育課程等に反映 ≪学校≫
・ 次年度の教職員定数の配分や補習指導員の配置数等に反映 ≪教育委員会等≫

前回からの伸びやつまずきを確認
→ ・ 学習改善 ≪生徒≫

・ 指導の工夫・充実 ≪教師・学校≫
・ 当該年度の指導計画等の見直し ≪学校≫
・ 次年度の教職員定数の配分や補習指導員の配

置数等に反映 ≪教育委員会等≫
・ 当該年度後期の補習指導員の配置校等の調整・

見直し ≪教育委員会等≫

第２学年

第１学年

教育委員会等の方針の下で、目的・状況・ニーズ等に応じて、ふさわしい測定ツールを選択・活用

全校共通の１つの測定ツール
を活用（実施時期も統一）

学力等の実態に応じて学校群等
ごとに１つの測定ツールを活用

実施時期等の一定の方針の下、
個々の学校や学科、学級等の
状況に合った測定ツールを活用

･･･

・ 全校共通で又は学校群等ごとに生徒の基礎学力の定着度合いを統一的に把握
・ 基礎学力向上に重点的に取り組む学校では義務教育段階の定着度合いの測定を重視した測定
ツールを活用したり、英語教育に重点的に取り組む学校等では英語単独の測定ツールも活用する
ことでより丁寧な学力把握も可能

・ 学習習慣等の調査も併せて行うことにより、さらに詳細な分析も可能

その他適時、高校教育の基本方針の策定・見直
しや基礎学力向上に取り組む重点校の指定のた
めの一つの材料として活用 等 ≪教育委員会等≫

国数英の３教科セットに加えて、
英語教育に重点的に取り組む学
校等においては、英語単独の基礎
診断により、より丁寧な学力把握
も可能

前回からの伸びやつまずきを確認
→ ・ 学習改善 ≪生徒≫

・ 指導の工夫・充実 ≪教師・学校≫
・ 次年度の補習指導員の配置校

等を調整 ≪教育委員会等≫

4月 3月

11

「高校生のための学びの基礎診断」の活用モデル例

概 要 年間実施回数 利用規模 料 金

民間事業者・
団体による
検定

国語、数学、英語について、設定した級と中学校、

高校程度の教育内容との関連を意識して実施され

ている検定が存在

また、国語における漢字など、教科における一部

の知識・技能に関する検定も存在

級別に
２～３回程度
実施

年間延べ利用規模では、
数十万人～２００万人以上
の受検に対応しているもの
が存在

級別や実施方法等によって受
検料には大きな差が存在

（例）
・数学

１,５００円（９～１１級）
～ ５,０００円（１級）

・英語
２～３技能： ２～３,０００円
４技能： ５,０００

～２５,０００円

民間事業者
によるテスト・
診断

国語、数学、英語を中心に提供（義務教育段階の

内容も含む）

解答方式は、マーク式、選択式を中心に、一部記

述式を採用

学校単位での利活用を想定

学年別に
１～５回程度
実施

１回当たりの利用数は、数
万～５０万規模

年間延べ２００万規模で利
用されているものも存在

１回当たりの受検料は
２,０００円台～５,０００円台の
設定が比較的多く見られる

校長会によ
る検定

農業、工業、商業、水産、家庭といった専門高校校

長会等において当該専門分野特有の知識・技能に

関する多種多様な検定を実施

学習指導要領に沿った出題により、学校における

学習成果を確認できるものも存在

級別に
１～２回程度
実施

数万～１０、２０万人規模
のものが比較的多く見られ
る

・ 最少で数十人規模

・ 最大で４４万人規模

１回当たりの受検料は
１,０００円台の設定が比較的
多く見られる

教育委員会
による学力
調査等

学力調査等を実施しているのは１５都道府県
※うち、悉皆実施（８）、希望参加（６）、抽出（１）

実施目的は、概ね「施策立案」、「入学時の学力把
握」、「在学中の学力確認」、「生徒の学力定着度合
いの把握」の４つに分類が可能

様々な形で実施
・特定学年で１回（５）

・複数学年で１回（５）

・年に複数回（３）
・複数年ごと実施（２）

小規模なもので１，２年各１
クラス６,０００人規模

大規模なもので３万人を超
える規模で実施

生徒負担なし（１１）

生徒負担あり（４）

・１教科数十円
～３教科１,０００円程度

公表情報等を基に平成28年11月に作成した資料を一部修正（平成29年12月） 12

民間事業者・団体、校長会、教育委員会が実施している検定・テスト等

32 36 / 81


